
１．はじめに
中国国務院は，２００６年１月に，当時の温家宝首相が主催する常務会議に

おいて，「農民工」（農村出身労働者，以下同様）が直面する諸問題解決のた

めの政府活動のガイドラインとなる「農民工問題についての国務院の若干の

意見」を提出し，農村出身の労働者にたいする政府の考え方，活動原則，具

体的な政策措置を打ち出した。

さらに，２００６年３月，国務院は「中国農民工調査研究報告書」を発表し，

農民工の労働と生活の実態をさまざまな側面から体系的に捉えなおし，明ら

かにしている。この調査は，「世界の工場」といわれる中国の第２次産業を

支えてきた基幹的労働力である農民工が抱える諸矛盾を解決し，将来に渡り

労働力として再生産していくことが経済発展の重要なファクターであるとい

う国務院幹部の強い問題意識のもとで，２００５年初めに開始されたものであ

る。今回は，北京市，上海市，山東省，湖南省，江蘇省，浙江省，四川省，

河南省，寧夏回族自治区等の１１省，市，区出身の農民工を対象に，１０カ月

以上の歳月をかけ，詳細に調査研究が行われた。

中国における出稼ぎ１）農民工数は，約１．２億人であり，地元にとどまって
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いる農民工を含めると農民工の総数は２億人を超え，全人口の１割以上を占

めている。２０１７年の「中国国民経済と社会発展に関する調査」２）では，都市

で就労する農民工は，２０１７年までに１．６９億人を超えており，それは中国の

総人口の約１２％に当たり，農民人口総数の２８％を占めているとされる。言

い換えれば，現在の中国においては１０人に１人が農民工であり，農民全体

のほぼ３分の１弱が都市で就労していることになる。都市の第３次産業従事

者の５２％，第２次産業従事者の５８％が農民工である。また，第２次産業を

さらに詳細に分類すれば，組立加工業従事者の６８％，建築業では実に８０％

が農民工であるという。このように，農民工は「世界の工場」である中国を

支える労働力であり，日々進展する都市化の中でインフラ建設を支える重要

な人的資源として，さらに中国の産業の発展のために不可欠な存在となって

いる。

しかし，農民工の多くは，職業訓練を基本的にほとんど受けていないとい

う深刻な問題がある。短期の職業訓練をうけたことのあるものが２０％，初

級職業訓練等の何らかの教育を受けたことのあるものが３．４％に過ぎず，中

等職業技能教育を受けたことのあるものは僅か０．１３％であり，まったく訓

練をうけたことのないものが７６．４％と大多数を占めている。このように，

農民工の技能水準は高くなく，将来の労働力構成を考えると中国の国際競争

力維持に問題を残すものと考えられる。

また，農民工の就業環境にも問題が多い。農民工の就業は，伝統的に血縁

や地縁関係による紹介が主流である。今回の調査結果でも６０．３％は，知人

や親戚の紹介により就業したと回答した。そのため就業時に労働契約を締結

していないケースも多く，３０．６％は締結していない。労働契約とは何かを

知らない農民工も１５．７％存在している。さらに，低賃金で長時間労働を強

いられる農民工の姿も明確になっている。毎日労働時間が８時間以内のもの

はわずか１３．７％にすぎず，８時間から９時間が４０．３％，９時間から１０時間

が２３．５％であり，１０時間以上働く農民工が２２．５％も存在している。

２）中国国家発展改革委員会（２０１７）報告書から抜粋。

２ 桃山学院大学経済経営論集 第６２巻第３号



このように，これまでの農民工の中心的存在であった第１世代農民工３）の

特徴には，ほぼ３つの特徴があることがわかる。第一点は，旧世帯農民工の

学歴が低く，職業訓練を受けていない労働者が多いことである。第二点は，

旧世帯農民工の就業時の選択肢が少なく，主に第二次産業の建築業に集中し

ている点である。第三点は，前述のように第１世代農民工の労働時間が長い

ことである。そして，これらの特徴の間には因果関係が存在している。つま

り，一般的に第１世代農民工の学歴は低く，職業訓練を受けていないことに

より，第１世代農民工の就業時の選択および就業環境が厳しい状況にあるこ

とである。

こうした諸問題を背景に，中国政府は，農民工の就業環境の改善のため

に，農民工の職業訓練および農民工の労働保護を強化するため，２００７年６

月２９日，第１０期全国人民代表大会常務委員会第２８回会議において「労働

契約法」が制定され，２００８年１月１日から施行された。つづいて，２００７年

８月３０日，第１０期全国人民代表大会常務委員会第２９回会議で，「就業促進

法」が制定され，２００８年１月１日から施行された。同法は，就業の促進を

目的として，国と地方政府の義務，職業教育・訓練，就業支援・職業紹介等

の関連事項について規定している。民族，人種，宗教，性別による雇用差別

を禁ずると共に，特に都市で働く農村出身労働者に言及して，その権利の保

障と差別の禁止を定めている。さらに，２００７年１２月２９日，第１０期全国人

民代表大会常務委員会第３１回会議において「労働争議調停仲裁法」が制定

された。同法は，労働争議の速やかな解決をはかるための調停，仲裁等の手

順を定めており，２００８年５月１日から施行されている。同法の対象となる

のは，次のような事項に関して発生した労働争議である。①雇用関係の確

認，②労働契約の締結，履行，変更及び解除，③解雇及び退職，④労働時

間，休憩時間，社会保険，福利，教育訓練及び職場の安全，④賃金，労働災

３）第１世代農民工とは，１９６０年代～１９７０年代に出生した農村出身者世代を指し，
１９８０年代～９０年代の中国の発展初期に就業し，現在の農村出身労働者の中心的
世代となっている。
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害医療費，補償金及び賠償金（第２条）であり，当時のリーマン・ショック

前後に，全国で労使紛争が増加傾向にあったことが，同法制定の背景となっ

ている。この当時の紛争の主な原因は，労働契約の解除をめぐるものや，報

酬，保険，福利等に関するトラブルであった。この時期，リーマン・ショッ

クを背景に，農村出身労働者と雇用主の間で，処遇をめぐって大規模な争議

が発生する事例が頻発していた。このような事態をうけて，多くの場合弱い

立場に追い込まれがちな労働者の権利を保護することが，同法の主眼となっ

ている４）。

農民工の職業訓練の先行研究については，劉飛・竹歳一紀（２０１６）によれ

ば，２００８年以降，出稼ぎに行く農村労働力だけでなく，帰郷した農村労働

力にたいしても，非農業部門への就職と収入増加を実現させるため，中等職

業学校による非農業短期職業教育プログラムが実施されている，とされてい

る５）。

近年の中国の農民工をめぐる大きな問題として，中国全体の高齢化ととも

に，中国における農民工の「高齢化」問題が新たな問題として進行してい

る。農民工の平均年齢は２０１０年の３５．５歳から２０１６年の３９歳にまで上昇し

ている。同期間で，５０歳以上の農民工の比率は１２．９％から１９．２％へと大

幅に拡大した。２０１６年に，４０歳以下の農民工が占める比率は５３．９％となっ

ており，２０１５年と比べて１．３ポイント縮小した。この年齢構成から，１９８０

年代およびそれ以降に生まれたいわゆる「新世代農民工」が，現在農民工の

主力になりつつあることがわかる。

このように，中国経済にとって，農民工の存在は大きなインパクトを有し

ているが，その就業・生活実態については不明点も多く，さらに近年の新世

代農民工の台頭により，その性格も変化しつつある。そこで本稿では，新世

代農民工の現状と課題，および就業の選択に対する現状等を全国的な統計資

料をもとにさらに詳細に検討する。

４）鎌田文彦（２００８）p．１３９参照。
５）劉飛・竹歳一紀（２０１６） p．１８５参照。
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２．新世代農民工の現状
すでに若干述べてきたが，「新世代農民工」，または「第二世代農民工」，

「新たな一世代の農民工」，「新農民工」等と呼ばれる彼らは，具体的には

１９８０年代以降に生まれ，戸籍は農村にありながら，農村を離れて農業以外

の労務に従事する農民工集団をさす。２０１０年，中国共産党中央一号文件が

初めて「新世代農民工」という概念を使い，「焦点を絞って措置を取り，新

世代農民工問題の解決に本腰を入れる」ことを指示したことに端を発してい

る。中央政府がこの概念を使ったのは，新世代農民工にはこれまでとは異な

る需要があることを政府が認め，また解決すべき問題も多いと判断したため

である。

「２０１６年農民工観測調査報告」によると，２０１６年に農民工の総数は２億

８，１７１万人に達しており，そのうち，１９８０年以降に生まれた新世代農民工の

比率は４９．７％であり，その数は約１億４，００１万人に達している。

李坤剛（２０１７）によれば，新世代農民工の特徴は以下のようになる。

①彼らは既に農村の余剰労働力ではなく，その多くは自家の農地を耕作す

る意志はなく，都市部での短期的な就業を主としている。その目的は都市部

で生計を立て，拠点を築くことであり，金を稼ぐ目的は家族を養うためでは

ない。新世代農民工は家族と密に関わることなく，彼らの多くは，学校を出

るとすぐ出稼ぎに出るが，その目的は親への依存と親の束縛から逃れ，自立

と自由を享受することである。

②彼らの多くは，小学校，中学校時代に農業に従事したことはなく，農村

の生活や農地には親近感がない。

③彼らの生活観念はより都市化している。彼らは成人した後，すぐ都市で

働くようになり，一部の人は中学校または高校の時から都市部で就学し，そ

の生活スタイルと考え方は都市のそれが基礎になっており，彼らの生活習慣

は都市部の同年代の者と大差はない。

④彼らは親の世代より高いレベルの教育を受け，比較的権利意識が強い。

近年，労働争議事件が急増している理由は，一部に彼らの権利意識が第一世
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代農民工より高いことに起因する。総じてみると，彼らの多くは都市部に定

住し，都市部の若い世代と同じように生活することを望んでいる。

⑤彼らの多くはインターネットとスマートフォンの操作に習熟している６）。

上述の５つの特徴の中で，⑤の特徴は，新世代農民工の就業選択の重要な

条件となる。この点については，新世代農民工の職業選択の部分で改めて論

述する。

２０１０年前後から，中国における農民工の主力は新世代農民工に徐々に転

換した。８０年代以降生まれた農民工（１６～２９歳）が８，４７８万人となってお

り，０９年末時点で，６カ月以上働いた農民工全体の１億４，５３３万人から推算

すると，全体に占める割合はすでに５８．４％に達している。中国の労働力全

体における年齢構成として，１６～２９歳，３０～３９歳，４０～４９歳，５０歳以上の

労働力の全体に占める割合はそれぞれ，２６．４％，１９．０％，２５．３％，２９．３％

であるが，農民工の年齢構成では，１６～２９歳，３０～３９歳，４０～４９歳，５０歳

以上の労働力は，それぞれ，５８．４％，２３．８％，１３．１％，４．７％となってい

る。つまり１６～２９歳の新世代農民工の割合が，すでに全体の６割に達して

いることが理解できる。

図１からは，２０１０年時点で，１９８０年代以降生まれた世代の比率は３０％代

６）李坤剛（２０１７）p．７４参照。

図１ 中国農民工の年齢分布（２０１０年～２０１７年）

（出所）「農民工監測報告」各年版から作成。
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に至り，さらに２０１０年には４０％代に至った。さらに，２０１７年時点では，

新世代農民工の年齢構成がかなり高まり，５１％を占めている。この新世代

農民工の構成比率の拡大は，中国のインターネット産業の発展およびスマー

トフォンの普及により，ネットでの就業検索等が容易になったことと関係が

あると考えられる。

また，新世代農民工の教育水準は農村労働力全体の平均水準より高く，農

民工全体においても相対的に高い。とくに，専門学校や短大及びそれ以上の

教育を受けた農民工の割合は，前世代農民工が２．１％，１．４％に留まってい

るのに対し，新世代農民工はそれぞれ９％，６．４％と高まっている。一人当

たりの平均教育年数について，前世代農民工の８．８年に対し，新世代農民工

は９．８年と高まっている。職業訓練に参加した経験のある農民工の比率につ

いても，前世代農民工は２６．５％であったが，新世代農民工は３０．４％に高

まっている。

新世代農民工の学歴が相対的に高いことから，中国政府は，新世代農民工

の収入の増加および新世代農民工の職種の選択肢をさらに拡大するために，

２０１０年前後から，農民工の職業訓練の普及に注力している。農民工の職業

訓練のうち，とくに非農業部門の職業訓練について，新世代農民工は多くの

選択肢をもちつつある（図２参照）。

図２ 農民工３０歳以下層の職業訓練参加者の比率（２０１２年～２０１７年）

（出所）「農民工監測報告」各年版から作成
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前述の新世代農民工の特徴の①と②によれば，新世代農民工は自家の農地

を耕作する意志は低く，彼らの多くは小学校，中学校時代に農業に従事した

ことはなく，農村の生活や農地には親近感を有していない。

そうしたことから，非農業部門の職業訓練の課程には，主に都市部の就業

に有利なコンピューター操作，機械製造，家政サービス等が増加している。

このうちにコンピューター操作と家政サービスの職業訓練の課程は，女性を

主に対象としている。それによって，２０１０年前後から，大量の女性農民工

が，都市部への出稼ぎを加速させた。

図３ 農民工における女性比率の推移（２０１２年～２０１７年）

（出所）「農民工監測報告」各年版から作成。

図４ 農民工の月賃金平均収入の推移（２００８年～２０１７年）

（出所）「農民工監測報告」各年版から作成。
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この結果，２０１６年前後には農民工全体において，男性の比率が６５．５％，

女性の比率が３４．５％程度と女性比率が高まった。

次に，農民工の所得の変化についてみてみよう（図４参照）。この図から，

農民工の月賃金平均収入が増加していることが理解できる。しかし，農民工

はこの平均収入の中から生活費と住宅費用を負担しなければならない。とく

に都市地域においては，住居家賃の上昇が激しいため，農民工が自由に使用

できる資金はかなり限られている。

また，若年層の男性農民工にとって，労働強度の高い工場労働や建築業な

どは忌避する場合が多く，月賃金も低いため，離職率も高い。しかし，２０１６

年前後から，中国のインターネット産業の発展およびスマートフォンの普及

で，若年層の男性農民工にとって，新たな就業機会が提供された。

３．新世代農民工の新しい就業選択
近年，中国において通信販売や電子商取引の取扱量が急増している。これ

に伴い，宅配便ビジネスの成長も期待されており，多くの企業が参入してい

る７）。中国国内宅配市場において，新興物流企業が，国有企業の中国郵政速

逓物流に次いで第二位以下のシェアを占めているとされる。中国快逓物流諮

詢網による独自の市場調査で各宅配事業者の取扱個数，営業収入，サービス

範囲，サービス水準の推計によれば，中国主要宅配事業者のランキングは，

一位は中国郵政速逓物流で，二位は順豊である。三位以下は，申通，園通，

韻達，中通，匯通の順となっている。

さらに，楊松（２０１４）８）によれば，菜鳥網絡科技有限公司（「菜鳥網絡」）が

２０１３年５月に深圳市で発足し，電子商取引事業者の阿里巴巴（Alibaba）が

提唱し，全国の複数都市で構築される物流倉庫システム「中国スマートバッ

クボーン」プロジェクトがスタートしたとされる９）。

７）根本敏則，林克彦，中梯諭（２０１３）p．２０７参照。
８）楊松（２０１４）p．４参照。
９）楊松（２０１４）によれば，物流倉庫システム「中国スマートバックボーン」プロ
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このような事業および民間宅配企業の激増によって，宅配員の需求量も急

激に増加し，その増加分の多くが新世代農民工の就業機会として提供され

た。また，前述のように，新世代農民工は工場労働および建築業を忌避して

いることから，新世代農民工の多くが宅配業に流入することとなった。

全国規模でみると，配達員の大規模な流動が起こり，地区級市および県級

市から大都市へと流動している。中国社会科学院の研究グループによる

５２７９の調査サンプルの分析によれば，宅配員の中で農村戸籍人口は７７．９％

を占めていた。年齢構成をみると，前述の１９８０年代生まれ（「８０後」）が主

力で，１９９０年代生まれ（「９０後」）がそれに続いており，全体として低年齢

化の傾向がみられる。配達員は男性が圧倒的多数を占めるが，女性配達員も

増加している。

また，配達員の学歴も徐々に向上しているという。「配達員全体の教育水

準をみると大専（短大），高校，商業高校，技術学校の卒業生が中心であり，

配達員従事者の数の増加とともに，教育水準も徐々に上昇し，大専以上が緩

やかな増加傾向を維持している」と伝える。すなわち，宅配業にはスマート

フォンの習熟が必要とされるため，一定の学力を要するのである（図５参

照）。

周知のように，中国は世界最大のスマートフォン市場を形成しており，ス

マートフォンの普及が相当進展している。ある統計等によれば，北京市，上

海市，広州市といった中国都市部におけるスマートフォンの普及率は実に

９７％以上とも言われており，ほぼ１００％に近い状況となっている。こうし

ジェクトは，生活現場での集配を行うシステムである。菜鳥網絡の登録資金は
５０億元で，筆頭株主の阿里巴巴が２１億５，０００万元を出資し，４３％の株式を持つ
ほか，銀泰集団が１６億元で３２％，複星集団・富春物流がそれぞれ５億元で１０％
ずつ，順豊速運・申通快逓・円通速逓・中通速逓・韻達快運の５社がそれぞれ
５，０００万元で１％ずつ株式を保有している。菜鳥網絡の会長とCEOには，阿里巴
巴の馬雲会長と銀泰集団の沈国軍会長がそれぞれ就任した。沈CEOは，菜鳥網
絡の計画では，１，０００億元（約１兆６，８００億円）を初期投資して，今後５-８年間
で全国に及ぶ開放的な社会物流インフラを構築し，年商１０兆元（約１６８兆円）
のB２C／C２C業務をサポートするという。また，馬会長は，初期投資の後に，
菜鳥網絡は２，０００億元（約３兆３，６００億円）を追加投資すると語った。
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たスマートフォンの普及により，急速に広がっている新しいサービスの一つ

に「外売」とよばれるデリバリーサービスがある１０）。調査機関の艾瑞諮詢に

よるレポートによると，中国のフードデリバリー市場規模は，２０１０年には

５８６億元（約９，７００億円）程度であったが，２０１５年には２，３９１億元（３兆

９，５００億円）にまで拡大し，外食産業全体に占める割合も，２０１０年の３．３％

から２０１５年には７．４％へと拡大している１１）。

こうしたフードデリバリーサービスの急拡大は，２０１０年前後に「美団点

評」１２）の成立によって加速され，フードデリバリーサービスは急速に発展し

た。さらに２０１２年前後に，「餓了麼」，「蜂鳥」などの出前専門企業が陸続と

成立した。前述のように，フードデリバリーサービスの市場規模は一貫して

拡大傾向にあり，外食産業全体に占める比率も，２０１０年の３．３％から２０１５

１０）「外売」はインターネットデリバリーサービスの意味であり，その中心はフード
デリバリーサービスである。国民経済の発展におけるインターネットデリバリー
サービスの役割は無視できない。国家郵便局のデータによると，中国のインター
ネットデリバリーサービスの著しい成長に伴い，２０１８年第１四半期のこの産業
の販売額は約１．５兆元に達し，GDPの６．２％を占め，GDPの伸びに対する寄与
度も１％に至った。

１１）岐阜県上海事務所（２０１７）p．１参照。
１２）「美団点評（Meituan-Dianping）」は，グルーポンと，レストラン評価サイト，

ウーバーイーツを組み合わせたサービスを提供しており，ユーザーは美団アプリ
でレストランの評価を投稿，デリバリーを注文することができる。

図５ 中国の宅配員とフードデリバリーサービス配達員の年齢分布（２０１８年）

（出所）「２０１８年中国外売産業観察報告」から作成
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年には７．４％へと高まるなど，さらなる拡大が予測されている。こうした急

拡大に伴って，フードデリバリーサービス業は配達員に対して有利な条件を

示したため，大量の新世代農民工がフードデリバリーサービス業に流入し

た１３）。

２０１６年以来，中国の宅配事業は５７％の成長を達成しており，２０１８年には

宅配数は４９０億に達すると推定されている。２０１６年から２０１８年の間に，中

国の宅配便業者数は５０％増加し，配達員総数は３００万人を超えた。さらに，

２０１３年から２０１８年までにフードデリバリーサービスの配達員数は全国で

３００万人程度に達し，２０１８年の中国の宅配員数とフードデリバリーサービス

配達員数は合計で６００万人程度を超えている。

中国の宅配員とフードデリバリーサービス配達員の賃金算定については，

基本的に基本給＋配達量に基づく歩合給で算出される。すなわち，彼らは収

入増のためより多くの配達を希望する。実態として歩合給は全体の５５．８％

を占めているという１４）。２０１７年の全国の都市の私営企業従業員の平均月収入

は３，８１３元であったが，宅配員・配達員の平均月収入は４，８５９元であり，

２７．４％高かった。また，近年のインターネットデリバリーサービス産業全

体の取扱量の増加により，宅配員の配達量は増加し，平均月収入も増加して

いる。比較的優秀な配達員の場合，６，０００元程度～１万元に達する者も多い

という（図６参照）。このほか，ECサイトが大規模なショッピングセールを

開催すると給与水準も大きく増加する。２０１７年のダブル１１（１１月１１日の

中国で最大級のネット通販イベント）の時は，給与水準が月１万１千元を超

え，最高で２万元に達したという１５）。

１３）「２０１６年中国第三方餐飲外売研究報告」（BigData-Research）によると，フード
デリバリーのシェア１位は「餓了么」の３４．６％，次いで「美団外売」の３３．６％，
３位は「百度外売」の１８．５％となっており，この３社で全体の８６．７％を占めて
いる。

１４）一人当たり宅配便の一日最大配達量は１２０～１８０件であり，フードデリバリー
サービスの場合は，昼食時に集中する。フードデリバリーサービス配達員一人当
たり１日に４８の注文を受け，１５０キロメートル近く走行するという。

１５）賃金が高い一方で，歩合制のため，宅配員の労働時間は一般的に長い。宅配員の
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このように，現在の宅配員・配達員の平均月収入を６，０００元程度と考える

と，工場労働および建築業の農民工の平均月収入４，２００元程度を大きく上回

ることになる。こうしたことから，多くの新世代農民工がこうした新興産業

に流入したと考えられよう１６）。

４．まとめにかえて
本稿では，新世代農民工を中心に，彼らの就業実態，とりまく就業環境，

５０％は１日１０～１２時間労働であり，８～１０時間が３０．６％，１２時間以上も
２１．４％ある。また，４８．９％が週に１日しか休めない状況である。また，配達員
は厳しい仕事上のルールに直面している。このルールは信用評価である。信用評
価は仕事に直結する部分となるので，配達員は自分の評価を意識した行動をとる
ことになる。配達員の中には，予定配達時刻を意識するあまり，信号無視を繰り
返し，無理な運転により交通事故が発生するケースが頻発しているという。２０１７
年１月２日は，上海市で配達員が信号無視で自動車に追突され死亡する事故が発
生し，配達員の過酷な日常が問題となった。上海市公安局によると，２０１７年上
半期の，上海市内の外売産業関係による交通事故死傷者件数は７６件にも上るこ
とが公表されている。しかし，労働環境を改善する動向はあまり進展していな
い。２０１９年４月に，アリババのCEO馬氏は９９６（９９６の意味は，朝９時から夜９
時まで働き，１週間６日勤務の意味）出勤制度を提出し，その後，京東のCEO劉
氏は８１１６＋８（８１１６＋８の意味は，朝８時から深夜１１時まで働き，１週間６日勤
務の意味）の長時間労働を維持する案を提出し，批判が高まっている。

１６）宅配業と外売産業の相対的な高給のため，大量の若年層がこれらの新興産業に流
入している。「２０１８年中国大学生就職報告」によると，大学を卒業しながら宅配
便の配達員になる若者がじわじわと増え続けているという。

図６ 宅配員・配達員の平均月収入構成（２０１８年）

（出所）「２０１８年中国外売産業観察報告」から作成。
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新たな就業先の開拓等についてまとめてきた。本稿で明らかになった点は以

下の通りである。

① 中国においては，農村出身労働者は都市地域の商工業労働力の中核を

担っており，不可欠な存在であること。

② しかし，彼らの学歴，職業訓練程度は，第１世代農民工よりも向上し

ているとはいえ，都市地域の労働者との比較で相対的に低く，有利な

職業に就くことは依然として難しいこと。

③ こうしたなかで，近年の大きな変化として，インターネットデリバ

リーサービス産業の発展により，フードデリバリーサービス業に従事

する若年層農村出身労働者が増加しており，歩合制給与による過重労

働などさまざまな問題があるものの，賃金自体は上昇傾向にあるこ

と。

このように，「農民工」とよばれる農村出身労働者をとりまく就業環境は

相変わらず厳しいことが理解できる。こうしたことから，近年では，帰郷と

いう選択をする農村出身労働者も増加しているという。そこで，今後の課題

として，新世代農民工の帰郷後の就業について検討することも必要となるだ

ろう。
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A Study on the Current Status and Employment
Choice of New Generation Farmers in China

WANG Jiaxi
OSHIMA Kazutsugu

In May 2006, the State Council, the Cabinet of the People’s Republic of
China, issued a “Comment from the State Council on Farmers’ Labor
Issues” at an organized administrative meeting, laying out guidelines for
government activities to resolve rural issues. Here, the ideas, principles,
and policy measures of the government are clearly shown to the rural
workers.
Since 2010, the average age of farmers has risen from 35.5 in 2010 to 39

in 2016, as the “aging” of farmers in China has progressed. Over the same
period, the proportion of farmers over the age of 50 increased significantly
from 12.9% to 19.2%. In 2016, 53.9% of farmers under the age of 40 were,
down 1.3% compared to 2015. The so-called “new generation of peasant
workers” born in the 1980s and beyond are becoming the mainstay of
farmers.
This paper examines the current situation of a new generation of
farmers and the choice of employment.
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